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事実の概要

　通信教育等の事業を行う会社Ｙ１（株式会社ベ
ネッセコーポレーション）は、グループ会社Ｙ２に
対し、平成 24 年 4 月頃、顧客の個人情報その他
本人の同意を得て取得した個人情報を統合して分
析に使用するためのシステムの開発・運用・保守
の業務を委託し、Ｙ２は、その業務の一部を複数
の業者に再委託していた。一方、Ｙ２の委託先の
再々委託先の従業員Ａは、平成 24 年 4月頃から、
Ｙ２の東京支社多摩事務所において、本件システ
ムのデータベースにアクセスするためのアカウン
トの提供を受け、Ｙ２から貸与された業務用パソ
コンを使用して本件業務に従事していた。
　平成25年 7月頃から平成26年 6月 27日まで、
Ａは、上記多摩事務所において、本件データベー
スに保管されている個人情報を抽出し、上記業
務用パソコンに保存した上で、その個人情報を、
USB ケーブルを用いてMTP（メディア・トランス
ファー・プロトコル）に対応した自己所有のスマー
トフォンに転送し、その内蔵メモリに保存するな
どした。そして、Ａは、こうして不正に取得した
個人情報の全部または一部を名簿業者 3社に売
却した。
　そこで、このＡの一連の行為によって個人情報
（氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、メールア
ドレス、出産予定日、未成年者につき保護者の氏名等）
を外部に漏えいされたと主張するＸら 462 名は、
Ｙ１およびＹ２に対し、慰謝料および弁護士費用の
支払を求めて訴訟を提起した。
　なお、本件訴訟の主要争点は、①Ｙらに、注意
義務違反の前提としての予見可能性があったかど

うか、②Ｙ２は、「持込禁止義務」、「USB 接続禁止
義務」、「書き出し制御義務」、「アラート設定義
務」および「監視カメラ設置義務」を負うかどう
か、③Ｙ１は、「部門設置義務」、上記②の各義務
および「委託先選任監督義務」を負うかどうか、
④Ｙ２のＡを被用者とする使用者責任の成否、⑤
Ｙ１のＹ２を被用者とする使用者責任の成否、⑥Ｘ
らの精神的損害の有無・程度、である。

判決の要旨

　一部認容、一部棄却。
　１　争点①について
　「平成 21 年経産省ガイドラインや平成 25 年
IPA ガイドライン等では、個人データを入力する
ことができる端末には外部記録媒体を接続するこ
とを禁止する方法を推奨し、また、重要情報を取
り扱う業務フロア等において、……スマートフォ
ン等のモバイル機器等及び外部記録媒体の持込み
を制限すべきである旨指摘するなどしているとこ
ろ、……Ｙらにおいては、本件当時、スマート
フォン等の情報機器を利用した情報漏えいがあり
得ることを想定することができたといえる」。ま
た、MTP に対応する「アンドロイド 4.0」の普及
状況をふまえると、「本件当時、MTP 通信を利用
したスマートフォンへの情報の書き出しについて
も、Ｙらは予見することができたとみる余地があ
るとも思える」。
　「しかしながら、MTP は、……元来、音楽・映
像ファイルを転送するための規格であって、……
アンドロイド 4.0 が多数販売されていたからと
いって、本件当時、MTP 通信によりドキュメン
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トファイルを転送して不正に情報を取得すること
が一般に認識される状況となっていたとはいえ」
ない。「したがって、Ｙらは、本件当時、業務用
パソコンの USB ポートに USB ケーブルを用いて
MTP 対応のスマートフォンを接続し、MTP 通信
でデータを転送する方法によって個人情報を不正
に取得することの予見可能性があったということ
はできない」。

　２　争点②・③・⑤について
　上記１により、Ｙ２は争点②の各義務を負わず、
Ｙ１は争点③の各義務を負わない。また、Ｙ２の不
法行為が認められない以上、争点⑤の使用者責任
も認められない。

　３　争点④について
　まず、Ａの業務の実態をふまえると、Ｙ２とＡ
の間には「実質的指揮監督関係」が認められる。
次に、「本件個人情報は、Ｘらのプライバシーに
係る情報として法的保護の対象となる」（最判平
29・10・23 判時 2351 号 7 頁）。次に、本件個人情
報の売却行為は、その「取得行為を契機とし、こ
れと密接な関連を有すると認められるので」、Ａ
の「本件行為は、Ｙ２の『事業の執行について』
されたものに当たる」。最後に、Ｙ２は、Ａから業
務上知り得た個人情報等を開示・漏えいしない旨
の「同意書」を受領しているほか、Ａに対し業務
に従事する前に情報セキュリティ研修とその内容
をふまえたテストを実施し、その後も年 1回情
報セキュリティ研修を実施していたが、これらの
事実だけでは「Ａの選任及び事業の監督について
相当の注意をしたというには足りない」。
　したがって、Ｙ２は、「Ａの……故意の不法行為
について使用者責任を負う」。

　４　争点⑥について
　Ｘら 462 名のうち個人情報の漏えいが認めら
れる 456 名につき、精神的損害に対する慰謝料
として、それぞれ 3,000 円を認めるのが相当であ
る。また、弁護士費用は1人当たり300円とする。

判例の解説

　はじめに
　本判決は、平成 26 年 7 月に発覚したいわゆる

ベネッセ個人情報流出事件をめぐる一連の民事訴
訟に関する判決の 1つである。同事件に関して
は、未成年者の保護者 1名が神戸地裁姫路支部
に提訴した事案（神戸地姫路支判平 27・12・2 判
時 2351 号 11 頁、大阪高判平 28・6・29 判時 2351
号 9 頁。被告はＹ１）につき最高裁判決（前掲最判
平 29・10・23）が言い渡されているほか、東京
地判平 30・6・20 公刊物未登載（平成 27 年（ワ）
13452 号等。被告はＹ１とＹ２）と千葉地判平 30・6・
20 金判 1548 号 48 頁（被告はＹ１）が報告されて
いる１）。本判決は、前掲最判平 29・10・23 を引
用しつつＡのプライバシー侵害による不法行為を
認めた上で、Ｙ２の使用者責任を肯定し、慰謝料
および弁護士費用の支払を命じたものであり、今
後の実務に一定の影響を与えるものと思われる。
　なお、類似の個人情報流出事件として、宇治市
住民基本台帳データ流出事件に関する京都地判平
13・2・23 判自 265 号 17 頁、大阪高判平 13・
12・25 判自 265 号 11 頁、最決平 14・7・11 判
自 265 号 10 頁、ヤフー BB 事件に関する大阪地
判平 18・5・19 判時 1948 号 122 頁、大阪高判平
19・6・21 公刊物未登載（平成 18 年（ネ）1704 号）、
最決平 19・12・14 公刊物未登載（平成 19 年（オ）
1365 号等）、エステティックサロン TBC 事件に関
する東京地判平 19・2・8 判時 1964 号 113 頁、
東京高判平19・8・28判タ1264号299頁がある２）。

　一　予見可能性判断と義務違反の有無
　本判決は、㋐行政機関等による個人情報の取扱
いに関する指摘事項の内容をふまえ、スマート
フォンによる情報漏えいにつき「想定することが
できた」とし、㋑MTP 対応のスマートフォンの
普及状況をふまえ、MTP 通信による情報の書き
出しについても「予見することができたとみる余
地がある」とする一方、㋒MTP 通信によるドキュ
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転送については、一般に認識さ
れる状況にはなかったとする。
　過失（民法 709 条）の前提となる予見可能性の
対象については、結果発生の具体的危険とするの
が多数説であるが３）、上記の判断はこれに忠実な
ものといえよう。ただし、この予見可能性判断を
もって争点②・③の全ての義務の設定が否定され
るのかについては、なお検討を要する。
　まず、業務用パソコンにMTP の使用制御また
は接続制御の機能に対応したセキュリティソフト
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を搭載することを内容とする「書き出し制御義務」
は、上記㋒の判断をもってその基礎を奪われる。
しかし、争点②のその他の義務については、必ず
しもそのようになるわけではない。例えば、回避
の対象をMTP 通信によるドキュメントファイル
の書き出しから情報の書き出し全般へと広げるな
らば、上記㋒の判断を受け入れつつも、上記㋐の
判断をもって、Ｙらに対し私物スマートフォンの
業務エリアへの持込禁止を内容とする「持込禁止
義務」を課すことは、論理的に不可能ではない。
ここでは、義務の設定の可否を判断するため、結
果回避措置としてＹらにいかなる対応を求めるべ
きかが、それによる結果回避可能性をも視野に入
れつつ検討される４）。そしてその際、個人情報保
護法の安全管理措置等に関する諸規定（同法20条、
21 条、22 条）が判断の指針となろう５）。
　一方、争点③の義務のうちＹ１固有の義務であ
る「部門設置義務」（保有する個人情報の利用・管
理に責任をもつ部門を設置するべき義務）と「委託
先選任監督義務」については、上記諸規定を指針
として義務が設定され、その違反が肯定された場
合においても、更なる考慮が求められる。これら
の義務は結果発生の抽象的危険を予見の対象とす
るところ、そこでは行為不法としての義務違反と
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結果との因果関係が検討課題となり得る。こうし
た帰責構造６）をふまえるならば、これらの義務
においては、この因果関係のレベルで責任の有無
を判断することも考えられる。
　本判決は、予見可能性判断において上記㋑と㋒
を区別し、後者の判断をもって「書き出し制御義
務」の設定を否定する。これに対し、前掲東京地
判平 30・6・20 は、上記㋑の判断をもってＹ２の「書
き出し制御措置」を講じなかった点に関する注意
義務違反を肯定すると共に、これを足がかりとし
て、Ｙ１のＹ２に対する「監督にかかる注意義務違
反」をも肯定する。予見可能性判断において上記
㋒を問題にするかどうかが、過失の有無につき結
論を分けた格好となる。

　二　使用者責任の成否
　１　Ｙ２のＡを被用者とする使用者責任
　本判決は、Ｙ２とＡの間に「実質的指揮監督関係」
があるとして使用関係を肯定し、本件個人情報の
売却行為がその「取得行為を契機とし、これと密
接な関連を有する」として事業執行性を肯定する。

これらは使用者責任（民法 715 条）に関する従前
の判例・学説に従ったものであり、判断枠組みと
して特に目新しいところはない７）。
　次に、被用者の不法行為については、とりわけ
権利・法益侵害要件が問題となる。本件Ａが流出
させた氏名、性別、生年月日等の情報は、必ずし
も秘匿性が高いものではなく、プライバシー侵害
に関するリーディング・ケースである東京地判昭
39・9・28 判時 385 号 12 頁（「宴のあと」事件）
や、これに後続する一連の判決（最判平 6・2・8
民集 48 巻 2 号 149 頁、最判平 15・3・14 民集 57 巻
3 号 229 頁等）が問題にする情報とは性質が異な
る。最判平 15・9・12 民集 57 巻 8 号 973 頁（早
稲田大学江沢民講演会名簿提出事件）は、こうした
情報につき「本人が、自己が欲しない他者にはみ
だりにこれを開示されたくないと考えることは自
然なことであり、そのことへの期待は保護される
べき」であると判示し、その要保護性を明らかに
する。本判決が引用する前掲最判平29・10・23は、
前掲最判平 15・9・12 を引用しており、本判決も、
同最判の枠組み８）の下で責任判断が行われたも
のと解される。なお、企業が大量の個人情報を収
集・管理し、様々な形で事業に活用する今日にお
いて、個人情報の保護のあり方が問い直されてい
るが９）、これが民事責任の分野にどのような影響
を与えるかは今後の課題となろう 10）。
　このほか、本判決は、Ｙ２につき民法 715 条 1
項ただし書の「相当の注意」を尽くしていないと
して使用者責任を肯定するところ、この判断と上
述の予見可能性判断との関係をどのように解する
かは難問である。本件では、Ｙ２により「同意書」
の受領や研修の実施など、Ａの選任・監督につき
一定の措置がとられているが、本判決は、これら
の事実だけでは「相当の注意をしたというには足
りない」と判示する。そうすると、ここで要請さ
れる注意としては、本件情報漏えいを念頭に置い
たより具体的な対応に関するものが想定され、一
般不法行為に関する上記㋒の判断との整合性が問
題となる。使用者責任の性質につき代位責任説が
通説化した今日において 11）、同項ただし書の存
在意義に関する問題がここに先鋭化する。

　２　Ｙ１の使用者責任
　民法 715 条 1 項は、文言上、被用者が法人で
ある場合を排除していない 12）。したがって、本
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判決とは異なりＹ２の過失が認定された場合、そ
の他の要件として、使用関係および事業執行性の
有無が問題となる。もっとも、Ｙ１がグループ内
の組織体制においてＹ２の上位に位置することや、
Ｙ１がＹ２に委託した業務の内容等をふまえると、
これらの要件は比較的容易に充足されると考えら
れる。したがって、Ｙ１のＹ２を被用者とする使用
者責任という構成の下では、Ｙ２の過失の有無が
Ｙ１の責任の有無にほぼ直結することとなる。
　一方、これとは別の構成として、Ａの行為につ
きＹ２の上位に位置するＹ１の責任を問題にするこ
とも考えられる（使用関係の縦の競合 13））。ここで
は、Ｙ１とＡの間の使用関係の有無が問題となる
ところ、その判断はＹ１・Ｙ２間の関係を視野に入
れつつ規範的見地から行われる 14）。この構成は、
Ｙ１がＡの行為につき代位責任を負うべき地位に
あるのかどうかを正面から問うものであり、事態
に適合した判断を導くものと考えられる。

　三　精神的損害の有無・程度
　本件と同一の事件に関する一連の判決のうち、
前掲大阪高判平 28・6・29 は、「不快感や不安を
超える損害」を被ったことについての主張・立
証を原告に求め、前掲東京地判平 30・6・20 は、
精神的損害の有無・程度につき「実害の有無」等
を考慮して判断すべきと判示しており、いずれの
判決もＹ側の責任を否定している。これに対し、
本判決は、本件漏えい情報が秘匿性の高いもので
はないこと、「財産的損害その他の実害」が生じ
ていないこと、Ｙ１の持株会社により謝罪品の交
付の申し出がなされたこと等を総合考慮し、3,000
円の慰謝料を認めている。
　本件で侵害の対象となっている法益は、「具体
的な不利益」（前掲最判平 15・9・12）が発生する
手前の段階において、その抽象的危険の増大から
情報主体を保護するために設定されたものと考え
られる 15）。したがって、このような法益の侵害
事例において責任成立のため「実害」の発生を要
求することは、権利・法益侵害要件で行われた法
的評価を損害発生要件で後退させることにほかな
らない。不法行為法による権利保護 16）の観点を
ふまえるならば、「実害」の有無は、もっぱら精
神的損害の程度
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と関連づけるのが適当であり、こ
の点において本判決は妥当なものといえよう。
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